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News Release 

2022年12月7日 

 

リコー、初の VPPA 契約を締結 

～再エネ導入のさらなる加速に向け、追加性を重視した対応を強化～ 

 

 

株式会社リコー（社長執行役員：山下 良則、以下、リコー）は、このたび再生可能エネルギーの導入に

あたり、株式会社上里建設（代表取締役：戸矢 大輔）と VPPA（Virtual Power Purchase Agreement：仮想

電力購入契約）を初めて締結しました。今回の契約では、デジタルグリッド株式会社（代表取締役社長：

豊田 祐介）が提供するサービスを活用します。PPA（Power Purchase Agreement：電力販売契約）は、電

力需要家が発電事業者から直接再エネ電力を購入する契約形態ですが、VPPA は、需要家の敷地外に

建設する専用発電所で発電された再エネ電力の環境価値のみを仮想的に需要家が調達する手段で、

日本国内では 2022 年に始まった新しい再エネ導入の形態です。 

 

リコーグループは 2017 年 4 月に日本企業として初の「RE100」参加をきっかけとして、再エネ使用率の

向上と質の確保に向けて、自社の拠点スペースを有効活用するオンサイトでのフィジカル PPA など追加

性のある再エネの利用拡大を進めています。今回取り組む VPPA により、新たな再エネ電源の普及拡大

につながることを意味する「追加性」の対応を強化し、再エネ導入をさらに加速させていきます。 

なお、本 VPPA 再エネ電力量は約 2.24GWh/年（CO2 削減効果約 992 トン/年）を見込んでおり、グル

ープ全体の使用電力量（2021 年度）の約 0.5%に相当します。 

 

リコーグループは、2050 年にバリューチェーン全体の GHG（温室効果ガス）排出量を実質ゼロにする

ことを目指しています。その通過点として、「2030 年に自社排出の GHG（スコープ 1, 2）を 63％削減（2015

年比）」という 2030 年目標を設定しています。この野心的な目標は、国際的イニシアチブの SBT イニシア

チブ から「1.5℃」基準の認定を受けています。また 2030 年には 2015 年比でサプライチェーンの GHG

排出量（スコープ 3）を 40％削減し、事業で使う電力の再生可能エネルギー比率を 50％にするという目

標も掲げています。また、これらについて中間年度での目標を設定し、年度ごとの進捗状況を開示してい

ます。 

「Driving Sustainability for Our Future. ～持続可能な社会を、ビジネスの力で。～」リコーグループは

今後も、事業を通じて社会課題の解決に取り組み、持続可能な社会の実現に貢献してまいります。 
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＜VPPA の概要＞ 

所在地 福岡県飯塚市赤坂 

発電事業者 株式会社上里建設 

https://kamiken.info/ 

VPPA スキーム サービス事業者 デジタルグリッド株式会社 

https://www.digitalgrid.com/  

 

発電所種別 太陽光 FIP（Feed-in Premium） 

※電力市場価格に応じて国から発電事業者にプレミアム（補助額）が支給

される再エネ普及制度 

発電開始予定 2023 年 8 月 

発電容量 1,250kW 

年間発電量予測 2.24GWh 

 

 

 

| リコーグループについて | 

リコーグループは、お客様のデジタル変革を支援し、そのビジネスを成功に導くデジタルサービス、印刷および

画像ソリューションなどを世界約200の国と地域で提供しています（2022年3月期グループ連結売上高1兆7,585

億円）。 

imagine. change. 創業以来85年以上にわたり、お客様の“はたらく”に寄り添ってきた私たちは、これからもリー

ディングカンパニーとして、“はたらく”の未来を想像し、ワークプレイスの変革を通じて、人々の生活の質の向

上、さらには持続可能な社会の実現に貢献してまいります。  

詳しい情報は、こちらをご覧ください。 

https://jp.ricoh.com/ 

 

 


